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3,045,787

1,383

2,598,320

447,467

270,001

579,325 1,270,198

424,372約 定 見 返 勘 定

顧 客 か ら の 預 り 金

信 用 取 引 貸 証 券 受 入 金

預 り 金

そ の 他 の 預 り 金

4,121,016

345,671

信 用 取 引 負 債

4,466,687

ト レ ー デ ィ ン グ 商 品 41,582

商 品 有 価 証 券 等 41,582

信 用 取 引 借 入 金 667,082

603,116

現 金 ・ 預 金

預 託 金

ト レ ー デ ィ ン グ 商 品

信 用 取 引 資 産

短 期 差 入 保 証 金

信用取引借証券担保金

商 品 有 価 証 券 等

信 用 取 引 貸 付 金

立 替 金

短 期 貸 付 金

前 払 費 用

未 収 入 金

未 収 収 益

　貸　借　対　照　表

7,454,539流 動 資 産 流 動 負 債

( 資 産 の 部 ）

金　　額

（ 負 債 の 部 ）

（平成31年3月31日現在）

（単位：千円）

科　　　　　　　　目 金　　額 科　　　　　　　　目

11,920,545

2,613,881

5,200,000

579,325

332,496

1,349,072

資 本 金

賞 与 引 当 金

未 払 法 人 税 等

株 式 給 付 引 当 金

6,215

25,290

350,000

前 受 収 益 63,000

短 期 借 入 金

そ の 他 の 固 定 負 債

役 員 株 式 給 付 引 当 金 133,678

441,679固 定 負 債

資 産 除 去 債 務 41,215

17,402

227,253

172,334未 払 費 用

42,260

90,678

243,477

長 期 貸 付 金

長 期 前 払 費 用

土 地

25,611

4,430

6,225

71,000

受 入 保 証 金

長 期 差 入 保 証 金 102,011

有 価 証 券 担 保 借 入 金 280,528

役 員 退 職 慰 労 引 当 金 13,920

12,635,201負 債 及 び 純 資 産 合 計

4,717,546

そ の 他 利 益 剰 余 金

利 益 剰 余 金

資 本 準 備 金

300,635

300,635

1,349,072

300,635

純 資 産 合 計

繰 越 利 益 剰 余 金

繰 延 税 金 資 産

4,135

資 本 剰 余 金

株 主 資 本

未 払 金

退 職 給 付 引 当 金

有 形 固 定 資 産

固 定 資 産

49,188

建 物 102,057

21,417

714,656

△ 180,435

3,067,838

120,002

54,887

21,435特 別 法 上 の 準 備 金

金融商品取引責任準備金

416,290

4,717,546

（ 純 資 産 の 部 ）

5,699

7,917,654負 債 合 計

1,800

21,435

貸 倒 引 当 金

52,672

180,519

ソ フ ト ウ ェ ア

36,166

そ の 他 投 資 等

器 具 備 品

219,420

12,635,201資 産 合 計

無 形 固 定 資 産

電 話 加 入 権

投 資 そ の 他 の 資 産

出 資 金

投 資 有 価 証 券
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税 引 前 当 期 純 利 益

特 別 損 失

経 常 利 益

特 別 利 益

法 人 税 等 調 整 額

法人税、住民税及び事業税

49,602当 期 純 利 益

73,341

1,038

22,700

金 融 費 用

純 営 業 収 益

67,514

88,470

3,513,373

-

2,796

17,578

8,954

76,138

営 業 利 益

営 業 外 収 益

営 業 外 費 用

販 売 費 ・ 一 般 管 理 費 3,445,859

22,948

金 融 収 益

（単位：千円）

金 額

3,536,322

1,860,298

1,587,553

3,445,859

損　益　計　算　書

〔 〕
 自  平成30年4月 1日

 至  平成31年3月31日

営 業 費 用

ト レ ー デ ィ ン グ 損 益

受 入 手 数 料

営 業 収 益

科 目
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その他利益剰余金

繰越利益

剰余金

期首残高 3,067,838 1,349,072 - 1,349,072 651,032 651,032 5,067,944 5,067,944

当事業年度中の変動額 - - - - - - - -

　剰余金の配当 - - - - △ 400,000 △ 400,000 △ 400,000 △ 400,000

　当期純利益 - - - - 49,602 49,602 49,602 49,602

当事業年度中の変動額合計 - - - - △ 350,397 △ 350,397 △ 350,397 △ 350,397

期末残高 3,067,838 1,349,072 - 1,349,072 300,635 300,635 4,717,546 4,717,546

利益剰余金

利益剰余金
合計

資本剰余金

資本剰余金
合計

資本準備金

株主資本等変動計算書

 自  平成30年4月 1日

 至  平成31年3月31日

株主資本

資本金
株主資本

合計

（単位：千円）

純資産
合計

その他
資本剰余金
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個 別 注 記 表 

 

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記 

(1) 資産の評価基準及び評価方法 

 ①有価証券 

・トレーディング商品に属する有価証券 

時価法を採用し、売却原価は移動平均法により算定しております。 

・その他有価証券 

時価のないもの 

移動平均法による原価法によっております。ただし、投資事業有限責任組合

及び匿名組合への出資（金融商品取引法第 2条第 2項により有価証券とみな

されるもの）については、組合契約に規定される決算報告日に応じて入手可

能な最近の決算書を基礎とし、原則として持分相当額を純額で取り込む方法

によっております。 

 

 ②デリバティブ取引・・・時価法 

 

(2) 固定資産の減価償却の方法 

① 有形固定資産（リース資産を除く） 

定率法を採用しております。ただし、平成 10 年 4月 1 日以降に取得した建物（建

物附属設備を除く）並びに平成 28 年 4 月 1 日以降に取得した建物附属設備及び構

築物については、定額法によっております。 

② 無形固定資産（リース資産を除く） 

定額法によっております。なお、ソフトウェア (自社利用)については、社内にお

ける見込利用可能期間(5年)による定額法によっております。 

③ 長期前払費用 

均等償却しております。 

 

 

(3) 引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

・貸倒懸念債権及び破産更生債権等 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、貸倒懸念債権等特定の債権について

は、個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 
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② 賞与引当金 

従業員の賞与の支給に充てるため、将来の支給見込額のうち当事業年度の負担額

を計上しております。 

③ 株式給付引当金 

株式給付規程に基づく従業員に対する親会社株式の給付に備えるため、当事業年

度末における株式給付債務の見込額を計上しております。 

④ 役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支出に備えるため、役員退職慰労金規程に基づく期末要支給

額を計上しております。 

⑤ 役員株式給付引当金 

 株式給付規程に基づく役員に対する親会社株式の給付に備えるため、当事業年度

末における株式給付債務の見込額を計上しております。 

⑥ 金融商品取引責任準備金 

金融商品事故による損失に備えるため、「金融商品取引法第 46 条の 5」及び「金

融商品取引業等に関する内閣府令第 175 条」に定めるところにより算出した額を

計上しております。 

 

(4) 退職給付に係る会計処理の方法 

主に退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都

合要支給額を退職給付債務とする簡便法を適用しております。 

 

(5)その他計算書類作成のための基本となる重要な事項 

① 外貨資産及び負債の本邦通貨への換算基準 

   外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額 

   は損益として処理しております。 

② 消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式により処理しております｡ 

      ③ 連結納税制度の適用 

 連結納税制度を適用しております。 

      ④ 当社の計算書類は、「金融商品取引業等に関する内閣府令」（平成 19 年 8月 6 日

内閣府令第 52号）及び「有価証券関連業経理の統一に関する規則」（昭和 49 年 11

月 14 日）に準拠して作成しております。 

 

 

 



第 103 期決算公告 

２.表示方法の変更に関する注記 

  「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」(企業会計基準第 28号 平成 30年 2 月

16 日)に基づく「会社法施行規則及び会社計算規則の一部を改正する省令」(平成 30年 3

月 26 日 平成 30 年法務省令第 5号)を当事業年度から適用し、繰延税金資産は投資その

他の区分に表示し、繰延税金負債は固定負債の区分に表示する方法に変更しております。 

 

 

３．貸借対照表に関する注記 

（1） 担保に供している資産及び担保に係る債務 

信用取引借入金 667,082 千円 

 

（2）担保等として差入をした有価証券の時価額 

信用取引貸証券 613,356 千円 

信用取引借入金の本担保証券 825,638 千円 

差入保証金代用有価証券 712,280 千円 

 

（3）担保等として差入を受けた有価証券の時価額 

信用取引貸付金の本担保証券 2,327,962 千円 

信用取引借証券 613,356 千円 

受入証拠金代用有価証券 41,981 千円 

受入保証金代用有価証券 5,115,676 千円 

 

（4）有形固定資産の減価償却累計額 663,274 千円 

 

（5）有形固定資産の減損損失累計額 

減価償却累計額には減損損失累計額が含まれております。 

 

（6）金融商品取引法第 43 条の２の規定に基づいて分別保管されている資産 

預託金 (顧客分別金信託) 5,200,000 千円 

 

(7) 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務 

   短期金銭債権 11,123 千円 

短期金銭債務 63,000 千円 
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４．損益計算書に関する注記 

(1) 関係会社との取引高 

       営業取引による取引高 289,999 千円 

       営業取引以外による取引高 4,010 千円 

 

 

５．株主資本等変動計算書に関する注記 

 (1) 当事業年度の末日における発行済株式の数 

    普通株式                   39,500,791 株 

 

(2) 当事業年度末日における自己株式の数 

      該当事項はございません。 

 

(3)剰余金の配当に関する事項 

     ①配当金支払額等 

決議 
株式の 

種類 

配当金

の総額

（千円） 

１株当た

り 

配当額

（円） 

基準日 
効力 

発生日 
配当の原資 

平成 30 年 

6 月 28 日 

定時株主総会 

普通株式 400,000 10.1 
平成 30 年 

3 月 31 日 

平成30年 

6 月 30 日 
利益剰余金 

 

   ②基準日が当会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌会計年度になる

もの 

     該当事項はございません。 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 



第 103 期決算公告 

６.税効果会計に関する注記 

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

繰延税金資産 
 

 退職給付引当金 69,585 千円 

貸倒引当金 55,249 
 

 役員株式給付引当金 40,932 
 

 繰越欠損金 26,345 
 

 固定資産減損損失 16,014 
 

 賞与引当金 7,744 
 

 金融商品取引責任準備金 6,563 
 

 外務員信任積立金 6,000 
 

 資産除去債務利息費用 5,276 
 

 その他 14,221 
 

繰延税金資産小計 247,932   

評価性引当額 △210,420   

繰延税金資産合計 37,511   

繰延税金負債 
 

 未収還付事業税等 1,344 千円 

繰延税金負債合計 1,344   

繰延税金資産純額 36,166   

 

 

７．金融商品に関する注記 

（1）金融商品の状況に関する事項 

① 金融商品に対する取組方針 

 当社の主たる事業は、有価証券の売買及びその取次ぎ、有価証券の引受け及び

売出し、有価証券の募集及び売出しの取扱等の業務を中核とする第一種金融商品

取引業であります。これらの事業を行うため、当社では主に自己資金によるほか、

必要な資金調達については親会社及び金融機関からの借入れによっております。 

 資金運用については、短期的な預金や顧客分別金信託によるほか、顧客の資金

運用ニーズに対応するための顧客との取引、及び自己の計算に基づき会社の利益

を確保するためのトレーディング業務等を行っております。 

 先物為替取引については、顧客の外貨建有価証券取引に付随したものであり、

投機目的のための取引は行わない方針であります。 

 

② 金融商品の内容及びそのリスク 

 当社が保有する金融商品は、主に事業資金に充てるための現金・預金、法令に

基づき外部金融機関に信託する顧客分別信託であり、預金や顧客分別信託は預入

先の信用リスクに晒されていますが、取引相手方はいずれも信用度の高い銀行で

あるため、相手方の債務不履行による信用リスクはほとんどないと判断しており
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ます。 

 当社が保有する外貨預金、外国株式、外国債券、及び外国投資信託については、

為替リスクに晒されています。 

顧客の資金運用ニーズに対応するための信用取引貸付金については、信用リス

クに晒されています。 

また、自己の計算に基づき保有する投資有価証券は、主に非上場株式等であり、

発行体の信用リスクに晒されています。 

 

③金融商品に係るリスク管理体制 

a.信用リスクの管理 

 当社の信用リスクの管理については、リスク管理規程に則り行っており、特

定の業種・企業・グループ等への与信集中を排除し、リスクの分散と適度なリ

ターンの確保に努めております。信用取引の個別与信先については、年 1 回の

継続審査による与信枠の設定を行い、また売買審査部において銘柄の集中・流

動性等について日々管理しております。 

b.市場リスクの管理 

 当社の市場リスクの管理については、あらかじめ定めた限度額の範囲内（市

場リスク枠）に収めることでリスクのコントロールと収益の安定的な確保に努

めております。市場リスク枠は、リスク管理委員会において、株価、金利、外

国為替相場等の変動や財務の健全性等を勘案して見直しを行い、取締役会にお

いて決定しております。 

 

④ 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明 

市場価格のない金融商品の時価には、合理的に算定された価額を使用しており

ます。当該価額の算定においては一定の前提条件等を採用しているため、異なる

前提条件等によった場合、当該価額が異なることもあります。 

 

 (2) 金融商品の時価等に関する事項 

 平成 31年 3月 31 日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額について

は次のとおりです。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、

次表には含まれておりません（（注 2）参照）。 
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  (単位:千円) 

 貸借対照表 

計上額 
時価 差額 

① 現金・預金 

② 預託金 

③ トレーディング商品(資産) 

④ 信用取引貸付金 

⑤ 信用取引借証券担保金 

⑥ 短期貸付金 

⑦ 短期差入保証金 

2,613,881 

5,200,000 

579,325 

2,598,320 

447,467 

1,383 

270,001 

2,613,881 

5,200,000 

579,325 

2,598,320 

447,467 

1,383 

270,001 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

資産計 11,710,377 11,710,377 － 

① 信用取引借入金 

② 信用取引貸証券受入金 

③ 顧客からの預り金 

④ その他の預り金 

⑤ 受入保証金 

⑥ 短期借入金 

667,082 

603,116 

4,121,016 

345,671 

332,496 

350,000 

667,082 

603,116 

4,121,016 

345,671 

332,496 

350,000 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

負債計 6,419,381 6,419,381 － 

 

 (注1)金融商品の時価の算定方法 

資 産 

① 現金・預金、② 預託金、③トレーディング商品(資産)、⑥ 短期貸付金、及び⑦

短期差入保証金 

これらはすべて短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、

当該帳簿価額によっています。 

④ 信用取引貸付金 

信用取引貸付金の時価については、最長 6ヶ月が返済期間であるため、時価は帳

簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっています。 

⑤ 信用取引借証券担保金 

信用取引借証券担保金の時価については、毎日、東京証券取引所等の取引所にお

ける最終価格で洗替え差額決済されるため、時価は帳簿価額に等しいことから、当

該帳簿価額によっています。 

 

負 債 

① 信用取引借入金 

 信用取引借入金の時価については、毎日、(株)東京証券取引所等の取引所にお

ける最終価格で洗替え差額決済されるため、時価は帳簿価額に等しいことから、

当該帳簿価額によっています。 

 

② 信用取引貸証券受入金 

信用取引貸証券受入金の時価については、最長 6ヶ月が返済期間であるため、
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時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっています。 

③ 顧客からの預り金、④ その他の預り金、⑤ 受入保証金、及び⑥ 短期借入金 

これらはすべて短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことか

ら、当該帳簿価額によっています。 

  

 (注 2) 非上場株式等(貸借対照表計上額 219,420 千円)及び長期差入保証金(貸借対照

表計上額 102,011 千円)は、市場価格がなく、かつ将来キャッシュフローを見積

もることが出来ず、時価を把握することが極めて困難と認められるため、時価を

開示しておりません。 

 

 

８．関連当事者との取引に関する注記 

 (1) 親会社及び法人主要株主等                    （単位：千円) 

属性 
会社等

の名称 

主要な 

事業内容 

議決権等の

所有（被所

有）割合％ 

関係内容 

取 引 

の内容 

取引 

金額 
科目 

期末 

残高 役員の 

兼任等 

事業上の

関係 

親会社 

(株)あ

かつき

本社 

持株会社 
直接 

100.0％ 

兼任 

3 名 

事業資金

の借入、

社債取扱

事務等 

利息の支払 

 

借入金の 

返済 

 

社債取扱手

数料の受取 

 

事務代行手

数料の受取 

 

連結納税 

4,010 

 

550,000 

 

 

170,000 

 

 

119,999 

 

 

 

長期借入金 

 

 

前受収益 

 

 

 

 

 

未収入金 

 

 

- 

 

 

63,000 

 

 

 

 

 

11,123 

 

（注）1. 上記取引に係る利息につきましては、市場金利を参考に決定しております。 

2. 資金の借入につきましては、他の金融機関との取引と同様、一般的な借入条

件で行っております。 

3. 社債取扱手数料、及び事務代行手数料につきましては、独立第三者間取引と

同様の一般的な取引条件で行っております。 
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  (2)兄弟会社等                          （単位：千円) 

属性 
会社等の

名称 

主要な 

事業内容 

議決権等の

所有（被所

有）割合％ 

関係内容 

取 引 

の内容 

取引 

金額 
科目 

期末 

残高 役員の 

兼任等 

事業上

の関係 

親会社

の子会

社 

あかつき

キャピタ

ル(株) 

投資事業 なし なし 
証券取

引等 

株式取引受

入手数料 

 

信用取引収

益 

1,555 

 

 

986 

信用取引貸

証券受入金 

 

預り金 

 

信用取引受

入保証金 

 

未収入金 

 

未収収益 

366,759 

 

 

4,660 

 

6,751 

 

 

168 

 

11 

 

 

９．１株当たり情報に関する注記 

 (1) １株当たり純資産額                   119 円 42 銭 

 

  (2) １株当たり当期純利益                    1 円 25 銭 

 

 

（注）記載金額は、表示単位未満の端数を切り捨てて表示しております。 


	1-BS決算公告用
	2-PL決算公告用
	3-SS決算公告用
	4-注記決算公告用

